別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名:　　ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザ事業運営費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
     　　　　　　　　　　　 環境生活部　環境生活政策課　ＮＰＯ・宗教法人担当　
　　　　　　　　　　　　　　電話番号：058-272-1111（内2387）　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：9,997千円（前年度予算額：10,564千円）

	事業内容


	１　事業の内容


①　事業目的・事業効果

      ＮＰＯ活動並びにボランティア活動に参加意欲を有する県民に対して、県民とＮ
ＰＯとの交流、各種ＮＰＯ情報の提供・ＰＲ並びにボランティア活動への窓口機能
など、ＮＰＯ・ボランティア活動支援の中核的拠点としての「場」の機能提供を目
的とする。

　
②　事業内容

　　・各種相談業務（ＮＰＯ活動への参加に関する相談、法人設立・運営相談、
生涯学習に関する相談、ボランティア活動希望者の仲介　等）

　　・連携・交流の場の提供（ＮＰＯ相互の交流、連携、情報交換）

    ・各種ＮＰＯ情報の収集、提供、発信

　　・ＮＰＯ活動紹介ブースの提供

　　・ＮＰＯ・生涯学習、ボランティアの活動紹介イベントの開催

　　・ＮＰＯ人材の確保・マッチングへの支援

    ・協働実施のため、行政・企業等との情報交流

	２　所要経費


委託料　9,913（9,997）　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　　２　多様なつながりを持ち、地域を支える力を持った人を育てる

　　・地域の多様な主体・組織が参画し、地域づくりを担っていくことができる新たな
組織の設立を支援する
　　・地域づくりを担うＮＰＯ法人の設立や運営に関する相談を行う
　　・ＮＰＯ法人が自らの情報を発信するための場、機会を提供する
　　・各講座受講者等が地域における活動状況や学習の成果を発表・交流する機会を提
供する
	２　これまでの取組状況


　「ぎふＮＰＯプラザ」は平成１８年４月の開設以来、ＮＰＯ法人の設立や運営に関する相談のほか、ＮＰＯ活動に関する情報提供を行い、県全域を対象としてＮＰＯ活動を支援する唯一の機関である。
　また、平成２２年度からは、生涯学習コーナーを統合して「ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザ」と名称を変更し、より広汎なＮＰＯ活動の支援を行っている。

	３　これまでの取組に対する評価


　県内のＮＰＯ法人数は年々増加し、平成１７年度末には３５７法人であったものが平成２３年９月末現在では６６０法人と飛躍的に増加した。この間、法人の設立や財政基盤の脆弱な法人が運営を継続するための運営相談、ＮＰＯ法人の活動を紹介する情報発信などを通して、「ぎふＮＰＯプラザ」の果たしてきた役割は大きく、ＮＰＯ活動支援の拠点施設として機能している。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	10,564
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,564

	要求額
	9,997
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,997

	1月20日時点査定額
	9,997
	
	
	
	
	
	
	
	9,997

	決定額
	9,913
	
	
	
	
	
	
	
	9,913


